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類似事業 大阪コミュニティ財団・大阪NPOセンター

人件費計(A) 4,868 4,045 4,000

NPO活動応援経費（補助金781  報償金161.5　委託料1,450　）

NPO活動応援基金積立金（基金積立金400　基金積立金利子分2.72）

2,795 2,266

6,266

2,393

403

事務事業番号　31111

ＮＰＯ法人

　市民や法人等からの寄付金を積み立て、公共サービスの新たな担い手であるNPO法人へ助成している。
寄付には一般寄付、活動分野希望寄付、団体希望寄付の３種類を用意し、寄付者の意向が反映されやす
い基金とし、団体への活動助成は、審査委員会による審査を経て、あらかじめ登録されたNPO法人に対して
行う。なお、制度のPRや審査委員会の運営等については、（特活）ひらかた市民活動支援センターに事務
委託している。

自主的な市民活動を促進し、公共サービスの新たな担い手であるNPO法人を支援するために必要である。

H22年度決算

従事職員数 従事職員数 概算人件費 従事職員数 概算人件費

事務事業名

事業開始年度 担当部署 市民安全部市民活動課

NPO活動支援事業（補）

平成19年度

根拠法令

実施方法

目　　　的
（何のために）

ＮＰＯ活動応援基金検討委員会の設置と委員選任について（方針決裁）

□直営

■その他　（枚方市NPO活動応援基金制度のPRや審査委員会の運営等は、（特活）ひらかた市民活動支
援センターに事務委託）

□委託又は指定管理（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

市民・法人等からの寄付金の受け皿となる枚方市NPO活動応援基金を創設し、公共サービスの新たな担い
手であるNPO法人へ助成することにより、自主的な市民活動の推進を図るもの。

対　　　象
（誰・何を対象に）

事業内容

事業の必要性

コ　　ス　　ト

H23年度決算 H24年度当初予算

概算人件費

直接経費(B)

0.60

0.0

0.0

2,534

総事業費(A+B) 6,840

財源内訳

H23年度決算 H24年度当初予算

7,402

H22年度決算

国庫支出金

府支出金

内　　　　　容

受益者負担
(使用料等)

その他

一般財源 6,840 6,2667,402

平成23年度
事業費の主な内訳
(人件費除く)

金　　　額
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単位

① 件

② 円

③ 円

④ 件

① 千円

②

③

一次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策

改善 制度のPR、寄付金の募集を行うとともに、制度の内容の検証・検討を進める。

二次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策

改善
制度のPR、寄付金の募集を行うとともに、枚方市NPO活動応援基金支援審査
会の意見を聴きながら具体的な制度の内容の検証・検討を進める。

　公益的な活動を担うＮＰＯ法人の自主的な市民活動を推進するため、市民・法人等からの寄付を活用した
「枚方市ＮＰＯ活動応援基金」を平成２０年３月に創設。基金残高は714,482円である。
　枚方市NPO活動応援基金については周知が図れているとはいえない面もあることから、今後も広報媒体
等を活用した積極的なPRを進めていく。

NPO活動支援事業（補）

平成19年度

5 3

活動指標もしくは成果指標

870,000

本事業のこれまでの実績等を踏まえ、恒常的な寄付集めの方策や助成対象団体の取り扱い等、制度内容
の検証・検討を進め、ＮＰＯ等市民活動の活性化を図るもの。

5

H22年度 H23年度 H24年度(見込み)

事務事業名

事業開始年度

事務事業番号　31111

比較参考値
（他自治体での
事業の例など）

比較は行っていない。

1,480 2,280

担当部署 市民安全部市民活動課

612,000

助成団体数 5

寄付金額

活動実績

寄付件数 7

2,089

400,000 400,000

5

一次評価結果 事業の在り方について検討が必要ではないか。

成果目標
（目標とする成果）

特記事項

助成金交付合計額 372,518 781,000

単位当たりコスト
（総事業費/活動指

標）

事業費／助成決定団体数


